


　大阪・関西万博（2025年日本国際博覧会）が2025年4月13日（日）、大阪市の夢洲で
開幕します。「いのち輝く未来社会のデザイン」をテーマとする今回の万博は、多数の国や
企業・団体が参画し、多彩な文化や最新の技術を発信します。
　電気事業連合会はパビリオン「電力館 可能性のタマゴたち」を出展します。工夫を凝ら
したさまざまな体験型展示で、エネルギーの未来社会をご覧いただくことができます。

未来の夢が詰まった
タマゴへようこそ
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　パビリオンはコンセプトである｢可能性の
タマゴ｣を建築で表現しました。未来に向けた
可能性を表現するとともに、陽の光や空の色を
取り込んで天候や時間帯によって多様に見え方
を変化させ、周囲の環境と調和します。 何かが生まれそうなタマゴの中に入ると、未来の体験

が始まります

体験のおともは
光る不思議なタマゴ

　パビリオンの体験のキーとなるのが「タマゴ
型デバイス」です。展示や来館者の体験と連動
してさまざまな色に光ったりふるえたりし、
一人一人に特別な体験を提供します。

館内のパートナーとなる「タマゴ型デバイス」

全身をつかって！多様な展示でワクワク体験

　プレショーでは、これから始まる、「エネル
ギーの可能性」を探す体験を紹介します。
　メインショーは、未来を切り開くエネルギー

の可能性を体験する「可能性エリア」と、それに
よって切り開かれる、いのちの輝きを体感する
「輝きエリア」の2つのエリアで構成されます。

　「可能性エリア」は、「核融合」や「無線給電」、
「水素」など約30の体験展示で皆さまをお迎え
します。全身を使ってさまざまなエネルギーの
可能性をタマゴ型デバイスに集めていくイン
タラクティブな体験を楽しめます。未来のエネ
ルギーを体感することで、新たな発見がきっと
あるはず。

　「輝きエリア」は、大空間に立体的に配置した
無数のLEDの光や音、それぞれが持つタマゴ型
デバイスが連動する没入型体験を楽しめます。
　ポストショーでは図鑑をコンセプトとした
空間での展示を通じ、それまでの体験を振り
返ります。身近なところにもたくさんのエネ
ルギーの可能性があることを実感できます。



©Expo 2025

最新情報は「電力館 可能性のタマゴたち」特設
サイトまたは電気事業連合会Xをご覧ください。

　未来のために大切なのは、エネ
ルギーの可能性を探し、集め、育
てていくこと。電力館では、全身を使って楽しみながら
エネルギーの可能性に出会う体験を準備しています。
世界中から人やモノ、英知が集まる場である万博で、
子どもたちをはじめ多くの皆さまに、未来を切りひらく
エネルギーの面白さやワクワクを感じていただきたく、
電力館でお待ちしております。

https://www.fepc.or.jp/
sp/expo2025/

反発し合う２つの球をくっつけて、
エネルギーを生み出そう！
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　プレショーでは、これから始まる、「エネル
ギーの可能性」を探す体験を紹介します。
　メインショーは、未来を切り開くエネルギー

の可能性を体験する「可能性エリア」と、それに
よって切り開かれる、いのちの輝きを体感する
「輝きエリア」の2つのエリアで構成されます。

　「可能性エリア」は、「核融合」や「無線給電」、
「水素」など約30の体験展示で皆さまをお迎え
します。全身を使ってさまざまなエネルギーの
可能性をタマゴ型デバイスに集めていくイン
タラクティブな体験を楽しめます。未来のエネ
ルギーを体感することで、新たな発見がきっと
あるはず。

　「輝きエリア」は、大空間に立体的に配置した
無数のLEDの光や音、それぞれが持つタマゴ型
デバイスが連動する没入型体験を楽しめます。
　ポストショーでは図鑑をコンセプトとした
空間での展示を通じ、それまでの体験を振り
返ります。身近なところにもたくさんのエネ
ルギーの可能性があることを実感できます。

　「核融合」の展示は、円形のテーブル上に投影される、
原子核に見立てた光る球を手で寄せ集め、タマゴ型
デバイスへうまくくっつけていくことで、反発し合う
原子核が融合し、膨大なエネルギーを生み出す「核融合」
の原理を体感できます。

　「水素」の展示では、映像が映し出された円形のテー
ブルを囲み、さまざまな再生可能エネルギーの発電所か
ら生みだされる水素を、手を使って集めて中央へ。する
と燃料電池車が走りだし、たくさん集めると船や飛行
機も動かせるように。多様なエネルギー源からつくれ、
使用時にCO₂を出さない水素の特徴が実感できます。

水素をあつめて クルマを動かせ！

ゲーム感覚で次世代エネルギーを学べる「可能性エリア」

核融合の展示

水素の展示

https://x.com/denjiren

https://www.expo2025.or.jp/
tickets-index/

電気事業連合会
大阪・関西万博推進室

室長岡田 康伸
（「電力館 可能性のタマゴたち」 館長）

チケットの情報や来場予約は万博公式サイト
をご覧ください。

https://www.fepc.or.jp/sp/expo2025
https://x.com/denjiren
https://www.expo2025.or.jp/tickets-index/


第7次エネ基で示された
エネルギーミックス

　国のエネルギー政策の基本的な方向性を示す新しいエネルギー基本計画（以下、
エネ基）が2月に閣議決定されました。第7次となる今回は、ウクライナ侵攻や
中東情勢を受けた経済安全保障上の課題や、デジタルトランスフォーメーション
（以下、DX）・グリーントランスフォーメーション（以下、GX）の進展に伴い増加
が見込まれる電力需要などを踏まえた内容となりました。そのポイントと今後
の制度設計に向けた重要論点について解説します。

電力需要は増加へ
将来技術踏まえ設定に幅

エネルギーミックス
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電力需要に送配電損失量と所内電力量を加味した
ものが発電電力量

※1：

　今回のエネ基は、S+3Eの原則が維持さ
れ、安全性の確保を大前提に、エネルギー
安定供給を第一として、経済効率性と環境
適合性の向上に向けて最大限取り組みを
進めていくことが重要としています。GX
の方針を示す「GX2040ビジョン」ととも
に遂行することで、エネルギーと産業の
高度化を進めます。
　これまで人口減少や省エネルギーの
進展により減少を見込んでいた電力需要
は、増加すると見通しました。DXやGXの
進展に伴い、データセンターや半導体工場
の国内立地が拡大し、それらの安定的な
稼働を支える電力が必要になるためです。

エネ基とともに示す電源構成（エネル
ギーミックス）は、今回は2040年度を
ターゲットとしました。同年度は2050年
カーボンニュートラルを目指す途上にあり、
現時点で社会実装が進んでいない革新
技術の普及を前提とする必要があります。
ただ、その技術動向を見通すことは極め
て困難であることから、複数のシナリオを
用いて検討されました。
　その結果、電力需要は0.9兆～1.1兆
kWh、総発電電力量※1は1.1兆～1.2兆
kWhとされ、再生可能エネルギー（以下、
再エネ）4～5割、火力3～4割、原子力2割
と幅を持たせた設定になりました。また、
革新技術の大幅なコスト低減などが十分
に進まなかった場合のリスクシナリオも
示しました。

2023年度実績

：再エネ

：火力

：原子力

2040年度目標（第7次エネ基）

4～5割 3～4割

22.9%

2割

68.6% 8.5%
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慣性力は電力の消費量と発電量のバランスが崩れても
一定の間、元の周波数を維持しようとする力、同期化力は
同じ電力系統内の発電機が同期して同じ周波数で回ろう
とする力のこと。

※2：

　原子力については、2021年策定の第6次ま
であった「可能な限り依存度を低減する」とい
う記載が削除されました。そして再エネととも
に「エネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果
の高い電源」と評価され、安全性の確保を大前
提に、「最大限活用」する方針が示されました。
　また、これまでのGXの基本方針では認めら
れていなかった、廃炉を決定した原子力事業
者が、事業者単位で保有する発電所の敷地内
でのリプレースが可能になりました。その他
の開発についても今後の状況を踏まえて検討
していくとしています。
　事業者が継続的に原子力事業を運営する
ために必要な予見可能性確保へ、引き続き必要
な対応についての検討を進めることも明記し
ました。
　一方で、サプライチェーンを維持する観点
から重要になる具体的な開発・建設目標量の
設定や、敷地制約のない、いわゆる新設は盛り
込まれませんでした。

　再エネの主力電源化に向けては「系統整備や
調整力の確保に伴う社会全体での統合コスト
の最小化を図る」こととしました。これまでの
導入拡大はFIT（固定価格買取制度）などに
支えられてきましたが、電力市場への統合を
図ることなどで社会コストを抑えます。
　イノベーションの加速とサプライチェーン
の構築を戦略的に進め、「技術自給率」の向上

を図ることも掲げました。軽量で柔軟性のある
ペロブスカイト太陽電池の早期社会実装や、
浮体式洋上風力発電の最適な海上施工方法の
確立などに取り組みます。
　水力発電は開発リスク低減や適切な再投資・
維持・管理を通じた活用の促進に向けて、長期
脱炭素電源オークションを含む容量市場など
を通じ電源投資を促進します。

　火力発電は足元で電源構成の約7割を占め、
安定供給に大きく貢献しています。再エネに対
する調整力、系統安定性を保つ慣性力・同期化
力※2などとしても重要な役割を担っています。
そのため火力を脱炭素へ向けたトランジション
（移行期）の電源と位置付け、全体で安定供給
に必要な発電容量（kW）を維持・確保しながら、
非効率な設備を中心に発電電力量（kWh）を
減らしていく方針を示しました。
　具体的には、トランジションとしてのLNG
火力設備の確保を燃料と併せて進めるととも
に、水素・アンモニア、二酸化炭素回収・貯留・
利用（CCUS）などを活用した脱炭素化を、技術
開発やコストなどを踏まえて時間軸や排出量
にも留意し、事業者の予見可能性を確保しな
がら進めます。加えて、非効率な石炭火力の
フェードアウトを促進します。
　高需要期の供給力として、発電設備、燃料
サプライチェーンの維持などに留意しつつ、
低稼働電源のkW維持に必要な制度的措置や、
緊急時に備えた予備電源制度について、不断の
検討を行うことも掲げました。

原子力

エネ安保、脱炭素に「最大限活用」
予見性確保へ必要な対応の検討

再エネ

主力化に向けて市場統合へ
「技術自給率」を重視

火力

「移行期」支える位置付け
事業予見性確保し脱炭素技術実装



電化
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　原子力や火力といった大規模な発電設備は
事業期間が長期にわたります。その間には市場
環境が変化し、収入・費用が大きく変動する
可能性があります。そうした市場環境変化を
カバーするには、既存の長期脱炭素電源オー
クションの見直しや、新たな制度措置を行う
ことなどが必要です。
　金融機関や投資家が電源に対し、投資する
価値がある、リスクが抑えられていると判断
できるファイナンス環境の整備も重要になり
ます。エネ基に明記された公的な信用補完や、

政府の信用を活用した融資などの方策を実現
することが求められます。事業者が円滑な資金
調達を行う上で、実効的な仕組みとなるよう、
投資回収の予見性向上と併せた検討が必要と
なります。

長期の市場変化に
対応できる投資環境を

非化石転換への有力手段
ヒートポンプに注目

　2050年カーボンニュートラルに向けた取り
組みとして、電源の脱炭素化に並び「電化」を
掲げました。特に熱利用においては、化石燃料
の燃焼からヒートポンプ利用に転換すること
でCO₂排出量削減が望めます。ヒートポンプ
は大気熱などを活用して省エネルギーで冷温
熱をつくる機器です。蓄熱や系統運用の柔軟
性を高めるデマンドレスポンス（DR）などへの
応用も可能です。
　第7次エネ基では、こうした電化や非化石
転換を中心に、DRの促進や、ヒートポンプや
コージェネレーション※3などによる熱供給の
効率化を進めることとしました。

　次に、私ども事業者として、第7次エネ基の
もとで今後行われる制度設計において重要
と考える論点を紹介します。

ガスなどを燃料として発電し、その際に生じる廃熱も
同時に回収するシステム

※3：

　政府の成長志向型カーボンプライシング構想
の一環として、GX参画企業が削減目標を設定
し、進捗を開示する排出量取引制度（GX-ETS）
が2026年度に本格導入されます。制度導入
までの期間が短いため、電源構成の変更による
対応は困難です。事業者に過度な負担が発生
すると、脱炭素へ必要な投資の機会、投資の
原資を喪失してしまう可能性もあります。
　その影響で主要産業の海外流出が増加する
恐れもあり、トランジションの観点も踏まえた
慎重な制度設計が必要になります。
　加えて、2028年度に導入される化石燃料
賦課金との二重負担防止の観点や、2033年度
から導入される有償オークションについて、エネ
ルギー間の公平性の観点を踏まえた対象事業
者の拡大についても、丁寧な議論が必要です。

論点

持続的な技術開発
促す排出量取引制度を

論点

　エネルギーは日本経済と国民の暮らしを
支える基盤です。今回のエネ基を実効性の高い
ものとするために、今後の具体的な制度設計
は大変重要になってくると考えています。私
ども事業者も、安定供給の使命を果たすため
に、引き続き努力してまいります。

成長志向型カーボンプライシング制度

GXリーグでの排出量取引制度
（GX-ETS）の試行

GX-ETSの本格稼働

化石燃料賦課金の導入

排出枠の有償オークション

2023年度～

2026年度～

2028年度～

2033年度～



（2025年1月29日インタビュー）
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　BNPパリバ証券グローバルマーケット統括
本部副会長の中空麻奈氏は、第7次エネルギー
基本計画について「安定供給確保に大きく乗り
出した」「より現実的にカーボンニュートラルを
目指せる内容になった」と評価します。今後は
その実行が重要になりますが、事業者が投資など
の判断を迷わないよう、国がコミットする（責任を
持って取り組む）ことが鍵になると強調します。

新

より化石燃料採掘が拡大する動きがありますが、
化石燃料利用でCO₂を出し続けると地球環境に
とって大問題です。米国が独走する場合、日本を
含む各国が「それは違う」と言うべきです。
　そこでカーボンプライシングにより、資本市場
の論理でCO₂排出削減を図ることが望まれます。
今のところ人々は電気に関して、どのように作ら
れたかよりも価格を重視します。CO₂排出に価格
を付け、電源によってエネルギーの価格体系が
変わるようにしなければ、米国も考え方を変え
ないと思います。
　日本には率先した技術開発が望まれます。小型
原子炉、次世代太陽電池に加えて、CO₂の排出
を極力抑えた火力技術といったものが日本発で
できれば、この上なく素晴らしいことです。

しいエネ基は、安定供給確保に大きく乗り
出してきたと思います。エネルギーの安定

供給がなければ、安定的な経済成長はできま
せん。これからの日本の成長にはAIや半導体と
いった産業が重要になります。特にデータセンター
は、電気を大量に消費するため、電力需要が将来
増える想定をしっかり示したことは今回のエネ基
の一つのポイントだと思います。また、2040年の
電源構成については、各電源の比率を幅を持た
せて示すことで、より現実的にカーボンニュート
ラルを目指せるようになりました。
　2040年までに発電電力量の2割を原子力発電
にすることが必要と言った以上は、国は実現に
向けて確実にコミットする必要があります。そう
すれば事業者や金融機関は迷わず電源投資を
おこない、力強い動きができますし、原子力の分野
に優秀な人材が集まりやすくなると思います。
　国際情勢をみると、トランプ米大統領就任に

慶応義塾大学経済学部卒。野村総合研究所入所。郵政省郵政研究
所出向、野村アセットマネジメント、JPモルガン証券などを経て
2008年BNPパリバ証券にクレジット調査部長として入社。
2020年2月からグローバルマーケット統括本部副会長。税制
調査会、国税審議会などで委員、経済財政諮問会議で民間議員を
務める。

https://www.youtube.com/
@fepcchannel

https://www.youtube.com/@fepcchannel


〒100-8118  東京都千代田区大手町1-3-2 経団連会館
TEL：03-5221-1440（広報部）  FAX：03-6361-9024

Enelog vol.68において、女川原子力発電所構内への避難者の数を「最大346名」と記載しておりました
が、正しくは「最大364名」です。お詫びして訂正いたします。

大阪・関西万博 電気事業連合会パビリオン「電力館 可能性のタマゴたち」と公式キャラクター「可能性のタマゴ」

表紙写真

地上の話 地下の話
～あたりまえの日常と地層処分（最終処分）のつながり～

Webムービー

「高レベル放射性廃棄物の
 地層処分って？」

https://www.youtube.com/
watch?v=waay6GGWgvA

https://www.fepc.or.jp/
sp/chisoushobun_faq/

　原子力発電所で使い終えた使用済燃料
を再処理した際に発生する高レベル放射性
廃棄物の地層処分をテーマにしています。
　一人の女性（インテリアデザイナー）が
電気を使いながら生きる日常（地上）と、世界
や日本で進められている高レベル放射性
廃棄物の地層処分の取り組み（地下）を一緒
にご覧いただくことで、2つの物事が、決し
て遠い世界の話ではなく、しっかりとつな
がっているものである、ということをお伝え
します。

訂 正

https://www.youtube.com/watch?v=waay6GGWgvA
https://www.fepc.or.jp/sp/chisoushobun_faq/
https://www.fepc.or.jp/



